
平成２８年１０月教育委員会会議（定例会）会議録
１　日　時　　平成２８年１０月２６日（水）午前１０時～午前１１時５７分
２　場　所　　所沢市役所６階　６０２会議室
３　出席者         内藤隆行教育長

［委　員］大岩幹夫教育長職務代理者、吉本理委員、中川奈緒美委員、
寺本彰委員、清水国明委員
　　　　 ［事務局］美甘寿規教育総務部長、田中和貴学校教育部長、師岡林教育総務部次長、木村立彦文化財保護担当参事兼文化財保護課長、市川雅美教育総務課長、深谷康博教育総務課主幹兼教育企画室長、末廣和久教育施設課長、安田幸雄社会教育課長、海老沢康子スポーツ振興課長、倉富恵理子生涯学習推進センター所長、中村まさみ所沢図書館長、結城尊弘学校教育課教育指導担当主幹兼健やか輝き支援室長、川上一人保健給食課長、米澤三八子教育センター所長
　　　　　［書記］　青木穂高教育総務課主査、名雪晋祐教育総務課主任
４　前回会議録の承認
５　会議の傍聴者　なし
６　開　会　　　本日の議案は、議案第２０号から議案第２４号までの５件。
　　　　　　　　なお、議案第２３号及び議案第２４号については、予算に関する審議のため、非公開としたい旨の発議があり、出席委員全員が賛成し、非公開で審議されることに決定した。
７　議　題
●議案第２０号　所沢市民俗資料館条例制定について
資料に則り、木村文化財保護担当参事兼文化財保護課長から以下のとおり説明がなされた。
本件は、従前より運営している中富・柳瀬・山口３館の民俗資料館について、公の施設として位置付けることに伴う条例制定についてである。条例は、全１０条で構成され、概要としては、設置、名称及び位置、管理、業務、開館日、開館時間、入館の制限、入館料、損害賠償、委任を規定したものである。
主な点としては、管理を教育委員会直営とすること、開館日・開館時間は従来どおり月４日とし、午前９時から午後４時３０分とすること、入館料は無料とすること等が規定されており、平成２９年４月１日から施行する。なお、運営のあり方としては、職員を配置するが、これまで運営をお願いしてきた民俗資料保存会にも協力を依頼し、一緒に資料館の運営、並びに来館者対応にあたる形で話し合いを進めている。
以下、質疑。
(寺本委員）

これまで保存会の方が運営していたということですが、運営に関する費用は、どのように支払われていたのですか。
(木村文化財保護担当参事)

これまでは、保存会と委託契約を結び、１館当たり約３０万円(３館で約９０万円)の委託料を支払ってきました。月４日の開館日に、来館者の対応をしていただいています。

(寺本委員)

 同じように委託で運営されていて、今後、公の施設にする予定がある施設は、文化財保護課の管轄でありますか。

(木村文化財保護担当参事)

文化財保護課の管轄内では、ございません。

(大岩教育長職務代理者)
 専門的な立場の方が確認をしながら作った条文だと思うので、参考までに伺いた

いのですが、第４条(３)に「…設置の目的を達成するため」とあり、その目的とは、第１条にある「…市民文化の向上に資するため、」という部分になると思いますが、この文言が「…市民文化の向上に資することを目的として、」となっていた方が、
目的を述べている部分が、より分かりやすくなると思うのですが。
 (木村文化財保護担当参事)

条例制定に際して、法規を担当する部署と協議を行い、また、庁内の例規審査委員会にも諮って作成したものですが、特にこの点について、意見は出ませんでした。「設置」の中に「目的」も含んでいる条例が多いという点も踏まえて、判断されたのではないかと思います。
(吉本委員)
　　民俗資料館は、市の所有物と考えて良いのですか。
(木村文化財保護担当参事)
　　そのとおりです。
 (中川委員)

　　開館日以外に活用することはありますか。
 (木村文化財保護担当参事)

臨時に開館することは可能です。保存会から、夏休み期間中、子どもたちに民俗資料に触れてもらう機会を設けてはどうか、という意見をいただいておりますので、そのような利用の仕方も検討しているところです。
(内藤教育長)
　　開館日を月４日以内にした点と、学校の教育活動に対応した臨時開館について、詳細の説明をお願いします。
(木村文化財保護担当参事)
開館日数については、保存会と協議を行い、これまでどおり４日で対応していくことが好ましいという意見が出ました。また、３館の運営を行っていくうえで、体制的にも４日が望ましいということになりました。
　　臨時開館については、小学校による利用が、これまでも各館４、５校ありましたので、必要に応じて開館日以外の活用も検討しています。
(清水委員)

　　民俗資料館にある展示物の中には、高額な価値がつくものもありますか。金銭的価値を一つの評価として展示すると、見え方が変わってくる部分もあるかと思うのですが。
(木村文化財保護担当参事)

　　骨董品としての価値があるものも、なかにはあるかもしれませんが、価値は見方によって様々で、地域にあるからこそ貴重なものもあります。金銭的な価値と地域で残していくものの価値は、別なものではないかと考えております。
(清水委員)

　　「当時、買うといくら」で「今、買うといくら」になるとか、これは「日本に一つしかない」など、現代の世情にあった展示物の見せ方の工夫をするということも、アイデアの一つとして検討の余地があるのかなと思います。

(内藤教育長)
　　国立博物館から借用の依頼が来た資料もあると聞いています。
(木村文化財保護担当参事)
「千歯扱き」という稲や麦の脱穀用農具がありますが、当市の民俗資料館で所有している「千歯扱き」には、『慶応三年』(１８６７年)と書いてあり、さらに、通常は金属製の歯が使用されるところ、竹製の歯が使われています。これは、希少価値の高い資料ですので、複数の博物館から貸してほしいと依頼があり、最近では横浜市の博物館に展示されました。
また、中富民俗資料館で所有している衣類に関してですが、普段着というのは、資料として残りづらいものなので、逆に貴重なものとなっており、佐倉市の国立民俗博物館から展示の依頼があり、貸し出したことがあります。これは、「茶業農家の衣生活資料」として、所沢市の指定文化財になっています。
(大岩教育長職務代理者)
博物館同士で資料の貸し借りを行うにあたり、各博物館で所有している資料は、どのように把握することが出来るのですか。
(木村文化財保護担当参事)
    資料の所在を博物館同士で情報交換していたり、文化財保護委員の方が、各地で発表や報告を行うことで情報が広まったりして、情報の共有が図られるという流れになっています。
(内藤教育長)

　　今回、条例化に至った経緯を説明していただけますか。

(木村文化財保護担当参事)

　　平成１５年の地方自治法の改正で、公の施設の考え方と管理運営に関して、見直しを行うことになりました。所沢市の民俗資料館に関しては、地元の保存会の方が集めた資料を市の建物に保存して、地元の方が公開しているという形をとってきたため、公の施設にはあたらないのではないか、という考えもあり、これまで公の施設としては扱ってこなかった経緯があります。ここで、公共施設の運営のあり方として、民俗資料館も公の施設に値するということになり、条例を制定することになりました。

(中川委員)
　　民俗資料館の資料は、農機具などが多いかと思いますが、市街地の商業地域における資料を保存している団体などはあるのでしょうか。
(木村文化財保護担当参事)
　　小学校で郷土資料室を設けている学校があり、特に所沢小学校では、市街地の資料を多く所有していて充実しています。
(中川委員)
　　学校に置いてあることも良いと思いますが、今後、教育委員会が直轄で運営する資料室を作って保存・展示することを検討してみるのも良いのではないかと感じました。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第２１号　所沢市立小中学校体育施設の開放に関する規則の一部を改正する規則制定について
資料に則り、海老沢スポーツ振興課長から以下のとおり説明がなされた。
本市では、「所沢市立小中学校体育施設の開放に関する規則」を制定し、学校体育施設を「学校教育に支障のない範囲」で、一般市民の利用に供する学校開放事業を実施している。かかる事業は教育委員会が所管しており、開放時間内の施設の管理責任については教育委員会の責任とし、学校長の責任を除外していたが、これまで規則に明示がなかったことから、責任の除外を明示するため、規則改正を行うものである。

以下、質疑。
(吉本委員）

以前、学校監査において、体育施設の管理をよりしっかりと行うようにという指摘があったと思いますが、今回の規則の改正は、それを受けてのことでしょうか。
(海老沢スポーツ振興課長)

「所沢市立松井小学校の施設開放に関する要綱」第３条において、「…学校開放を行うことを決定した時間内において、校長及び学校職員は開放施設についての管理上の責任を負わないものとする」という規定が設けられておりますが、本規則には、そのことが明記されていなかったため、今回規則改正を行うこととしました。
また、学校開放に係る監査による指摘事項に関しては、スポーツ振興課が学校開放運営委員会を通して指導しております。

(寺本委員)
学校開放の時間内に事故が起きた場合の責任の所在は、どこになるのでしょうか。
(海老沢スポーツ振興課長)

　 学校開放中は、教育委員会の責任となります。

(内藤教育長)

　 これは、土曜・日曜日に学校の体育館や校庭を市民に開放するものですが、学校が休みの日に起きた事故まで校長先生の責任とすることは酷であるため、学校教育活動以外で起きた事故に関しては、教育委員会と学校開放運営委員会が責任を負う体制をとってきました。しかし、そのことが明記されていなかったため、規則を改正することにしたということです。
(清水委員)

　 管理上の責任を負わないということと、管理する義務も負わないということは、一致しますか。例えば、不適切な利用のされ方が分かった時でも、学校は何も言わないということになってしまうのでしょうか。
(内藤教育長)
　学校開放中の時間における責任を免責するという考えですので、学校管理の包括的な責任は、学校長に残ります。よって、教育的観点から学校管理上必要なことは、これからも対応することができます。
(大岩教育長職務代理者)
　 生徒が部活動の練習などで、放課後に屋外照明設備を使用してグラウンドを使うことは可能ですか。その場合、学校長の判断で使用できるのか、それともスポーツ振興課に届出をする必要があるのでしょうか。

(海老沢スポーツ振興課長)

　 学校教育活動での利用が最優先となりますので、学校教育活動を理由に使用する場合は、学校からスポーツ振興課に申請を出していただければ、屋外照明設備を使用しての利用を認めている状況です。

(大岩教育長職務代理者)
　 そのような状況は、各学校長は把握できているのでしょうか。

(田中学校教育部長)

　 生徒の安全を考えて下校時間が定められていますので、特別な理由がない限り、基本的には照明設備を使う状況はないと把握しています。

(寺本委員)

　 駅伝大会に向けた練習が考えられるのではないでしょうか。駅伝大会は、部活動が終わった後に、各部の選抜選手が集まって練習を行っており、また開催時期も秋ですので日暮れが早いことから、照明設備が必要になるのだと思います。

(大岩教育長職務代理者)

　 下校時刻は、生徒の安全のために決められているもので、照明設備があることで際限なくグラウンドを使えてしまうとしたらどうなのか、ということもありますので、それを踏まえて、状況の把握や管理をしっかりしていた方が良いと感じます。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第２２号　所沢市北中運動場用地の取得について
資料に則り、海老沢スポーツ振興課長から以下のとおり説明がなされた。

本件は、北中運動場用地取得の内、西武鉄道株式会社所有分について、昨年に、運動用地の一部を購入し、平成２８年度も同社の残りの用地について購入事務を進めているものである。しかしながら、本年度の購入分は、金額、面積とも大変大きく、一定規模以上の契約には、市議会の議決を必要とする規定があることから（「所沢市教育委員会事務委任等規則」第２条第１項第４号）、本会議に諮るものである。
「地方自治法」では、第９６条第１項第８号において、条例で定める財産の取得、又は処分をする場合には、議会の議決が必要であることを定めている。この法律を受けて、当市は「所沢市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第３条において、金額要件は、予定価格２千万円以上、面積要件は、５，０００㎡以上と規定している。これに照らし合わせると、本件の契約金額は、４億５千２百２３万３千８４５円であり、条例で規定する２千万円を越え、また、面積も、４３，０６９．８９㎡と条例で規定する５，０００㎡を越えていることから、市議会の議決が必要となる。

なお、北中運動場用地取得については、平成２７年度に１，５５７㎡を購入済みであり、今回の契約をもって、運動場用地の全部を取得できることとなる。また、今年２月には、近隣（７，４１０㎡、固定資産税評価額約１千万円相当）の土地を駐車場用地などとして整備したうえで、寄付をしていただいている。
以下、質疑。
(寺本委員）

　  資料にある個人所有地は、まだ取得していないということでよろしいでしょうか。
(海老沢スポーツ振興課長）

　  現時点では、有償で貸与していただいている状況です。今後、購入し取得する方向で検討しております。
(吉本委員）

　  取得費用は、路線価と同等の額と考えてよろしいでしょうか。

(海老沢スポーツ振興課長）

　　平米単価は、１万５百円です。
(美甘教育総務部長）
 　金額に関しては、不動産鑑定を行い、鑑定の基準が様々ある中で、土地の大きさが大規模であることから、路線価よりは多少下がった額の平米単価となっております。
年間約６万人の利用者がある運動場ですので、取得することで、スポーツ施設として恒久的に市民の皆様に活用していただくことができることから、スポーツの振興において大きな効果がある事業だと考えております。
(清水委員）
　　この運動場は、広域避難場所として指定されていますか。
(美甘教育総務部長)
　　避難場所の指定は受けていませんが、仮設住宅を建てるなど有事の際に活用することは可能です。
 (海老沢スポーツ振興課長)

　　資材置き場や緊急用ヘリコプターの離着陸場として活用することも可能です。

 (中川委員)

　　この土地の他に無償で借りている土地はありますか。もし、あるのであれば、今後取得することを見越して、積み立てをしておくなどの対応が賢明かと思いますが。
(美甘教育総務部長)

　　この他には、無償で借りている土地はございません。ご指摘のとおり、広い土地を一度に取得するとなると、それなりの費用がかかりますので、西武鉄道と協議を行い、今回の場合は、２回に分けて取得するという形をとりました。
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第２３号　平成２８年度教育費予算（１２月補正）について
資料に則り、市川教育総務課長から以下のとおり説明がなされた。
《削　除》
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。
●議案第２４号　平成２９年度教育費当初予算について
資料に則り、各課より順次説明がなされた。
《削　除》　
※内藤教育長の採決により、出席委員全員が賛成し、原案どおり可決された。

８　協議事項　なし
９　報告事項

○所沢市教育委員会後援等名義使用許可について（教育総務課）
○所沢市教育委員会の１０月から１月までの主な行事予定について
(教育総務課)
　 ○「所沢市議会一般質問答弁要旨 平成２８年第３回（９月）定例会」について
（教育総務課）

○国登録有形文化財新規登録記念「秋田家住宅」特別公開（文化財保護課）
○「食育フォーラム」の開催について（保健給食課）
○教職員の事故について（学校教育課）
田中学校教育部長から以下のとおり説明がなされた。

１０月1日に、市内小学校教諭が狭山市上赤坂のパチンコ店で窃盗を行い、逮捕されるという事故が起きた。これをうけて、教育委員会では、１０月３日に臨時の校長会を開き、事故防止の徹底と綱紀粛正について指導した。また、学校では、１０月４日に臨時全校保護者会を開き、事故の概要と子どもの心のケア等、今後の対応について説明を行った。
さらに、１０月２５日、今年度の全県的な教職員事故の増加傾向を受け、県教育委員会が、臨時の全県校長会を開催し、不祥事根絶についての指導があった。尚、教育委員会では、二度とこのようなことがないよう、今後も教職員への指導の徹底を図っていく所存である。
１０　その他

・教育委員会会議１１月定例会：１１月２２日（火）午後３時３０分　　　　　　　　　　　　　

 教育センター第一研修室
・平成２８年度所沢市教育功労者表彰式：１１月２２日（火）午後１時３０分　　　　　　　　　　　　　

 　　　　教育センターセミナーホール
　 ・教育委員会会議１２月定例会：１２月２１日（水）開催予定

市議会第４回(１２月)定例会の開催日程と調整中
１１　閉　会　午前１１時５７分

